
















































































































































































































































































































































































































16) なお，先買権者が当該会社である場合について，商法204条ノ3ノ2第1項・ 2項・ 6項
参照。
17) 伊藤・後掲本件評釈831頁参照。
18) 民集57巻2号212頁。
19) 伊藤・後掲本件評釈831頁参照。
20) 菊地・後掲本件原決定評釈13頁，片木・後掲本件原決定評釈83頁，来住野・後掲本
件原決定評釈122頁等参照。なお，この点につき，榊・後掲本件評釈143頁参照。
21) 来住野・後掲本件原決定評釈121-122頁，浜田・後掲本件評釈198頁，山本・後掲本
件評釈105頁等。なお， この点につき，芝園子「譲渡制限株式の譲渡における売買契約
の成立時期について」名法203号54頁以下（平成16年）参照。
22) 野田・後掲本件評釈66頁。また，鳥山・後掲本件評釈115頁参照。
23) 来住野・後掲本件原決定評釈121-122頁，浜田・後掲本件評釈198頁，山本・後掲本
件評釈105貰等。
24) 西原・後掲本件評釈83頁，木俣・後掲本件評釈93頁等。
25) 山本・後掲本件評釈105頁。
［本件決定の評釈・解説］
榊素寛・法学教室274号142頁（平成15年）
長谷川浩二・ジュリスト1249号143頁（平成15年）
西原慎治・神戸学院法学33巻2号65頁（平成15年）
鳥山恭一・法学セミナー48巻9号115頁（平成15年）
山田知司・判例タイムズ1125号134頁（平成15年）
野田輝久・金融・商事判例1178号61頁（平成15年）
浜田道代・判例時報1834号194頁（平成15年）
佐藤豊和・税経通信58巻15号218頁（平成15年）
木俣由美・私法判例リマークス2004上90頁（平成16年）
大塚和成・銀行法務21 48巻4号94頁（平成16年）
伊藤靖史・民商法雑誌129巻6号820頁（平成16年）
南保勝美・判例タイムズ1143号104頁（平成16年）
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弥永真生・最新重要判例200商法147頁（弘文堂，平成16年）
山本矯三郎・平成15年度重要判例解説104頁（有斐閣，平成16年）
村上裕・法学68巻2号132頁（平成16年）
酒巻俊之・会社法重要判例解説〔新版〕 68頁（成文堂，平成16年）
吉田正之・法政理論37巻1号140頁（平成16年）
［本件の原決定の評釈・解説］
菊地雄介・受験新報624号12頁（平成15年）
大塚和成・銀行法務21 47巻2号63頁（平成15年）
片木晴彦・私法判例リマークス2003下80頁（平成15年）
来住野究・法学研究76巻8号113頁（平成15年）
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